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本論文は、日本の建築界がいかに中国を認識してきたかという問題を、いくつかの建築

系定期刊行物の1880年代末から2000年代末までの記事について検討し、その中国認

識が、1．だれによってどのような形で記述されてきたのか、2．中国のどの部分について

着目してきたのか、3．その構造はどのような傾向があるのか、という 3点について、明らか

にするものである。 

本論文は序章・本章 3章・終章により構成される。 

序章では、広く日本の中国認識について、また日本の建築界における中国研究とテク

スト分析を用いた研究について、先学の研究を挙げて本研究の独自性を確認する。本論

文は「中国のこういうところを知っている」というような一般的な中国研究とは異なり、「中国

を知っていることを知っている」という、中国をメタ認識の対象として扱うものであり、これに

類似した視点を持つ先行研究を主に取り上げている。またここで、日本における建築メデ

ィアの歴史を概観した上で、検討の対象として 3つの定期刊行物、『建築雑誌』『新建築』

『日経アーキテクチュア』を取り上げることを示し、これらの雑誌における中国に関する記

事＝「中国関連記事」と、その記事の記述の中で執筆者が要約的に中国への印象を述

べている箇所＝「中国観」を実際の分析対象にするとしている。 

本章第 1章では、『建築雑誌』における日本建築界の通時的な中国認識の変化を検

討する。章の前半では、日本建築学会の機関誌である『建築雑誌』の創刊 1887年から

2008年までの全中国関連記事 229編を通覧し、中国情報の日本建築界への伝達手段

がいかなるものなのかを把握する。まず記事の経年分布と内容の変化からこれを 4つの

時期（Ⅰ期：1887－1920年、Ⅱ期：1920－1958年、Ⅲ期：1959－1985年、Ⅳ期：1985

－2008年）に区分した。さらに期ごとの記事数、執筆者と記事形式の属性の推移を定量

的に把握した上で、各期において重要と思われる記事について、時系列に沿ってその論

題と論調をレビューしている。この結果、『建築雑誌』の 4期の中国関連記事において、

中国に関する情報の伝達手段は、執筆者・記事の属性とも限定的な状態からその種類

が拡大する傾向が観察され、かつそれが 1950年代末を境に、2回繰り返されたことを明

らかにした。 

章の後半では、『建築雑誌』の 1887年から 2008年までの全中国関連記事において

発現の見られた 156回の中国観について、中国情報の日本建築界における論題の布置

がいかなるものかを把握する。中国の「どこを見ているか」という各中国観の論題を KJ法



によって整理し、中国観の内容と発現の時期の連関を見ることで、論題の布置の特徴を

描き出している。ここで結果としてわかったのは、『建築雑誌』の中国観の論題は大きく

「技術」に着目したものと「社会」に着目したものに二分され、明治から 1980年代中期ま

では「技術」側が主流であったのに対し、それ以降は「社会」側への着目が増えてその関

係を逆転させたことである。以上の前半と後半の分析から、『建築雑誌』における通時的

な中国認識の特徴とは、中国情報の伝達手段の拡大とその反復、かつ中国観の論題布

置の「技術」から「社会」への重心移動としてまとめられた。 

本章第 2章では、『建築雑誌』に加えて、新建築社発行の商業系月刊誌『新建築』と、

日経 BP社発行の商業系隔週刊誌『日経アーキテクチュア』3誌における日本建築界の

共時的な中国認識のありようを検討する。章の前半では、3誌の 1985年から 2008年ま

での全中国関連記事 490編を通覧し、前章と同じ方法で中国情報の伝達手段を把握し

た。この結果、これらの 3誌においてはそれぞれ異なる記事の伝達軸があることが明らか

になった。すなわち、論説の形をとった各専門家の署名記事やシンポジウムの発言録な

どその専門性に依存した記事が並ぶ『建築雑誌』、作品紹介の形をとったグラビア記事を

中心に情報が配列された『新建築』、現地取材の場所に即した論説を記者が再配列した

『日経アーキテクチュア』である。3誌にはそれぞれ、「執筆者の専門性」「建物」「場所」と

いうように異なる伝達軸があることがわかった。 

章の後半では、3誌の当該中国関連記事において発現の見られた 220回の中国観に

ついて、その論題の布置がいかなるものかを把握する。前章と同様、KJ法を用いて中国

観の論題を整理し、内容とその発現のメディアの連関を見ることで、論題の布置の特徴を

描き出している。ここで結果としてわかったのは、3誌の中国観の論題は、「技術」「社会」

「場所」に着目したものの三つに分類が可能で、『建築雑誌』は「技術」と「社会」に着目し

た中国観が多く、『新建築』は「技術」を中心に、『日経アーキテクチュア』は「技術」に加え

て「場所」に着目した中国観が多いことである。すなわち、どの雑誌においても「技術」へ

の着目は共通して強いが、「社会」「場所」についての着目はメディアによってまちまちで

あるということが明らかになった。また、「場所」に着目する中国観は、第 1章で『建築雑誌』

のみを見ていたのでは分布の少なかった論題のカテゴリであり、これが第 2章後半の分

析で多く見られるのは、『日経アーキテクチュア』が現地取材を多用して「場所」に即した

記事を集中的に掲載していることからである。こうした中国観が、1997年の中国返還に際

する香港、2008年の北京オリンピックに際する北京についての記事に集中していること

から、1985年以降の日本建築界の中国認識においては、現代中国を同時代的に把握

する上で、「場所＝現場」に関する論題の伝達が一般的になっていることを指摘した。 

本章第 3章では、3誌における日本建築界の中国認識の繰り返しのパタンの傾向を検

討する。『建築雑誌』の 1997年から 2008年まで、『新建築』と『日経アーキテクチュア』の

1985年から2008年までに発現する全中国観 311回において、繰り返し現れている類似

する説明や共通の述語に注目し、それらを 3回以上含むものを、繰り返される中国観とし

て抽出、分類したところ 17の論点に整理することができた。さらに、各中国観の中国に対



する評価の論調を、肯定的か否定的かテクストを解釈しながらそれぞれの論点ごとにレビ

ューし、反復する中国観における発現時期と論調の関係を散布図に示してそれらを比較

分析した。この結果、繰り返される中国観は、時期と論調の関係から以下の3種類に分類

が可能であることが明らかになった。すなわち、1．中国観が肯定的否定的論調のどちら

かに一貫して反復する「一貫型」の 7つ、2．肯定的否定的論調が混在して反復する「混

在型」の7つ、3．肯定的否定的論調が期ごとに入れ替わって反復する「交替型」の3つ、

である。また、これらは個別の中国観において対中評価の態度が変わらないないしは肯

定否定がわかれる安定したもの（「一貫型」と「混在型」のうち中立論調のないもの）と、評

価がよく変わるないしは肯定否定がはっきりわかれづらい不安定なもの（「混在型」のうち

中立論調を含むものと「交替型」）にさらに分類が可能である。例えば「一貫型」の中国で

は建物のメンテナンスができないという「維持管理」論点はほとんどの中国観が否定論調

であり、「混在型」の中国は場当たり的で物事が決まってゆくという「アドリブ的」論点は肯

定否定が中国観ごとにはっきりわかれていて中立論調がない。これらは執筆者が各論点

を自我との関係で語ることのできるものとして扱っている。一方「混在型」の「建設ラッシュ」

論点は中立論調の中国観が多く、「交替型」の「中国の人」論点は時期によって肯定と否

定の論調がはっきり入れ替わっている。これらは執筆者が各論点を時代との関係で語る

ことのできるものとして扱っていると理解できる。こうした自我と時代との関係で規定される

複層性が、日本の中国認識の構造に見られる傾向であると言える。 

終章では、序章で掲げた日本建築界の中国観に関する 3つの主題にそって、本論文

の内容を要約するとともに、若干の結論的考察と今後の課題、展望を述べた。 

日本の建築界の中国認識とは、しばしば本来「他者」であるはずの中国を「半他者」と

して扱っている部分に特徴がある。例えば明治時代の『建築雑誌』では西洋に対して優

位に立つために「中国をよりよく知るのは欧米ではなく日本」という言い方とともに中国を

半ば主体の一部として取りこもうとしたし、2000 年代以降の『日経アーキテクチュア』では、

その経済成長に引き寄せられるかのように中国の情報を国内情報と一緒に配列すること

などで両国間の垣根を低くみせようとしていた。『新建築』の記事の中国観の中には中国

は世界の建築家の実験場だという言い方があったが、これも中国を日本の自分たちが利

用する対象として取り込もうとしている言説ととれるものである。日本の建築界のこうした振

る舞い、中国を「他者」としてではなく「半他者」として位置付けるようなそれ、は、戦争中な

ら侵略的な言説としてとらえることもできるであろうし、遅れた中国を励ますというのであれ

ば優越感や親近感の表出ともとれるし、追い上げてくる中国を批判的に見るのであれば

脅威論ともみなすことができる。こうした状況は日中相互の地理的・歴史的な「近さ」がも

たらすものだと思われる。この「近さ」をどう扱うかで、これからも日本の建築界の中国観は

さまざまな変容をとげてゆくであろうことが予測される。 

 


